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はしがき　本稿は，令和 6 年 1 月 9 日（火）
にIFA日本支部・日本租税研究協会の共催で行
われた，2023年度IFA年次総会（カンクン大会）
の報告をとりまとめたものである。なお，当日
の報告は時間的な制約があったため，本誌掲載
に当たり加筆をお願いしている。

本報告会では，大野雅人・明治大学教授の司
会により，税務大学校研究部の吉野なおみ教授
と原田哲教育官から，Subject 1 及びSubject 
2 についてご報告をいただいた。

また，Subject 1 にパネリストとして参加し
た平川雄士会員（長島・大野・常松法律事務所 
弁護士）からもご報告をいただいた。

はじめに

（大野）13時30分になりましたので，昨年10月
22日（日）から26日（木）にかけてメキシコの
カンクンで開催されましたIFAカンクン大会の

報告会を始めたいと思います。最初に，IFA日
本支部の増井理事長よりごあいさつを頂きます。
増井理事長，よろしくお願いいたします。
（増井）お正月から震災でしたけれども，皆さ
ま被害に遭われていないことをお祈りいたしま
す。

今回はメキシコの大会でしたが，1943年のメ
キシコモデル租税条約の例を引くまでもなく，
ラテンアメリカ諸国では伝統的に源泉地ベース
の課税が非常に強く強調されています。今回の
大会でも，今日ご報告のある正規のセッション
以外の幾つかのパネルが開かれましてグローバ
ルサウスの声を聞くことができました。日本か
らも多数の先生方がご参加されていて心強く思
ったところです。今日はご報告いただけるとい
うことで楽しみにしております。よろしくお願
いいたします。
（大野）増井理事長，ありがとうございました。

今日の報告会の進行につき簡単にご説明いた
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します。ご報告は，カンクン大会に現地で参加
されました税務大学校研究部の吉野なおみ教授
と原田哲教育官にお願いをしております。また，
Subject 1 のパネリストとして登壇された平川
雄士会員からは，吉野教授の報告後に簡単に
Subject 1 のパネルの裏話などをご紹介いただ
ければと思っています。

最初に吉野教授からSubject 1 についてのご
報告を 1 時間弱で頂き，次に平川会員から
Subject 1 のパネルについてのお話を10分程度
で頂き，最後に原田教育官からSubject 2 につ
いてのご報告を 1 時間弱で頂きたいと思います。
終了は15時30分の予定です。報告者の皆さまに
はかなり窮屈な報告時間となりますけれども，
どうかよろしくお願いいたします。司会は明治
大学の大野が務めます。

それでは，吉野教授からSubject 1 について
のご報告をお願いいたします。

1 ．�Subject 1 ：Sharing and 
shifting of corporate losses
―The new profit shifting？

（吉野）税務大学校研究部の吉野と申します。
それでは，Subject 1 から始めさせていただき
ます。

Subject 1 では，各国から提出されたゼネラ
ルレポートのハイライトの説明の後に 2 つのテ
ーマに分けた論点に対する発表がありました。
1 つは，損失の利用について現在では使用でき
ない悪質な行為とその対応の紹介，もう 1 つは
Pillar 2 （第 2 の柱）と，損失の使い方につい
ての疑問点・課題の提示と対応策の説明です。

スライド 1 の右側にメンバーリストが示され
ております。Subject 1 の司会はアメリカのジ
ョージア州アトランタにあるAlston＆Bird弁護
士事務所のパートナーで国際税務の専門家の
Sam Kaywood氏で，ゼネラルレポーターはス
イスのチューリッヒ大学の税法教授のRene 
Matteotti教授です。パネルメンバー 7 名の中
には本日の発表者の平川先生のお名前が入って

います。
なお，日本支部報告は長島・大野・常松法律

事務所の吉村浩一郎弁護士が作成されました。
Subject 1 の資料は，実際は80ページほどで

すが，時間の制約がありますのでポイントを絞
って説明をさせていただきます。

1 － 1．ゼネラルレポート報告概要
スライドの 2 からは，ゼネラルレポーターの

調査報告の概要の説明です。今回のテーマとし
て，「損失と利益移転」を取り上げた背景が大
きく 3 つ説明されました。

1 つ目は，財政危機です。過去10年間の国際
税務政策は2007から2009年の金融財政危機
（financial crisis）の影響を受けました。2010
年にOECDより発表された「銀行の損失に係る
税務リスクに関する報告書」の中でも金融業界
の実現・未実現の損失が全世界で少なくとも
7,000億USドルに上ると概算されており，結果
として税務上の損失が2,300億USドルに上った
とあります。

2 つ目は，国際的により制限的なタックスポ
リシーに沿った道具（instruments）で，協調
措置としていわゆるBEPSプロジェクトが提供
されたことです。

3 つ目は，COVID-19です。パンデミックに
より多くの国で財政が悪化し，新たな，場合に
よっては多額の繰越欠損金が発生しているとい
うことです。

スライド 3 では，ゼネラルレポーターから政
策目標の衝突（colliding）について説明があり
ました。各国の立法者は，天秤の左側の「総利
益主義の実行」と，天秤の右側にある「税収の
安定」という，相反する原則のバランスを取る
という困難な課題に直面しています。各国の税
収は法人税が大きな割合を占めているため，企
業の損失は国家の税収計画に大きな影響を与え
ます。IFAの調査によれば，この利害のバラン
スは各国で異なる上，他の様々な要素も重要な
役割を果たしているとされます。立法者が配慮
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すべき要素には，租税法の中立性や実用性，そ
れと国際競争力を高めるための配慮などが含ま
れており，EU加盟国に至っては法人設立の自
由まで配慮が必要となっています。

ゼネラルレポーターによると，この点に関し
て欧州司法裁判所の判例法は，ビジネスの観点
からも価値や原則をどのようにはかりに掛けて
いるかを知る上でとても興味深いとしておりま
した。

また，パネリストからのコメントとして，政
策目標の衝突については産業界で総利益原則が
議論されており，ビジネスリーダーたちは最低
限の倫理的なパフォーマンスレビューが行われ
るような，いわゆる「ガードレール」を欲しが
っていると述べられました。一部の企業は，政
府が最低限の収益性を受け入れて財政を安定さ
せ継続的な再投資を得ることを前提にしている
ようです。そして，一部の企業はビジネスと政
府による総合的な取組が必要だと結論付けてい
ることがコメントされました。

スライド 4 は，OECDの動きに注目していま
す。OECDでは，法人税の欠損金の問題に関し
て移転価格の適切な適用，組織再編成，また複
数の損失控除を可能にするハイブリッド・ミス
マッチ・アレンジメントの利用，また人為的な
損金算入を目的とした金融商品の活用の 4 つの
リスク分野を取り上げて，2010年と2011年に 2
つの報告書が出されました。

この 2 つの報告書について，パネリストから
実務家の観点での意見が述べられました。すな
わち，このような分野についてOECDがやろう
としたことは，全ての企業がやるべきことの協
調であり，全ての企業が常に概念的な計画と枠
組みをもって 4 つのリスク全ての項目について
助言を求める必要があるとしました。すなわち，
実務の現場ではこれらの分野について定期的な
取決めの変更などを行い，常に負債資本比率を
調整し全てが本当に独立企業として行われてい
るかを確認したいと考えています。他にもその
国独自の特別な制度があるところ，損失がどの

ように影響するか，コンプライアンスを遵守す
る企業としてはルールを教えてもらえばどのよ
うにやればよいか理解できるといった意見も述
べられました。

次のスライド 5 では，ゼネラルレポーターに
よりBEPSプロジェクトに係る各アクションを
一貫性，実体性，透明性の 3 つの分野別に示し
た資料が説明されました。パネリストからのコ
メントで各アクションには損失相殺に特化した
具体的な言及はなかったものの，各報告書が示
すようにハイブリッド・ミスマッチ・アレンジ
メントに関するアクションは重要であるとの指
摘がありました。

また，行動 2 （action 2 ）に関する最終報告
書だけでなく支店のミスマッチ・アレンジメン
トの影響に関する2017年のフォローアップ報告
書についても触れておきたいとの発言もありま
した。

次のスライド 6 では，ゼネラルレポーターか
ら各国から提出されたゼネラルレポート（一般
報告書）の取りまとめ概要が説明され，興味深
い点が幾つか指摘されました。

まず，各国の損失相殺ルールを見てみると，
損失利用に関する繰越や繰戻が期間や金額，繰
越ルール，繰戻ルールなどで損失の利用を厳し
く限定している国が多いことです。

また，印象的なこととして，ドイツを除き厳
格な繰越欠損金相殺のルールの合憲性がこれま
でほとんど検討されておらず，このことは国内
の裁判所が立法府にかなりの裁量権を与えてい
る可能性が高いことを示していると指摘されま
した。例えば，ブラジルでは繰越欠損金にクォ
ーター制で30％枠が適用されており，会社が清
算した年であっても30％以上は使用できません
が，ブラジル司法当局は合憲であると考えてい
ることが指摘されました。ブラジルで清算年度
における相殺そのもの及び繰越欠損金に対する
このクォーター制度の適用が合憲であるかどう
かについては，ブラジル連邦財政裁判所が疑念
を表明し，現在，連邦憲法裁判所に問題が付託
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されているとのことでした。
そして，ブラジルもドイツも支配権の変更と

活動の変更の 2 つのテストに基づいて損失の利
用を制限している点は同様ですが，支配権の変
更と活動の変更に係るテストは各国で大きく異
なっていることも説明されました。

次のスライド 7 では，組織再編に関連した損
失使用の制限についてコメントされました。損
失の利用は 2 つのテスト（所有者変更テストと
活動の継続のテスト）で制限されています。ま
た，国の予算と経済政策を考慮したルールが重
要な役割を果たしている例として，厳しいテス
トを行う国，雇用政策を考慮する国，損失移転
を除外する国が挙げられました。企業にとって
は，世界中でビジネス展開をする際にどこかで
実際に発生した経済損失はどこかで利用される
というのが望ましいことですが，多くの場合，
異なる管轄区域の間では調整されず，それどこ
ろか政府は自国の規制を管轄区域を越えて適用
しようとしていて，人為的な損失でなかったと
しても損失を使う機会がなくなり，絶えず変化
する経済状況に適応するための企業再編はより
困難になる可能性があると警鐘を鳴らしました。

次のスライド 8 ですが，ゼネラルレポーター
から各国のグループ課税制度における損失利用
制限の状況が説明されました。グループ内での
損失相殺の可能性は総利益原則と課税の中立性
を強化するものであるところ，グループ税制を
導入している全ての国でグループ税制が損失の
二重控除や多重控除，損失取引に関してもたら
されるリスクを認識し，対応する濫用防止規制
を定めていることが報告されました。加えて，
グループ課税制度を採用している22カ国の中に
南米諸国がないことも報告されました。また，
経済的な観点から中小企業はグループ税制の恩
恵を受けることが著しく困難であることが判明
しており，繰戻還付の規制の導入や法律の緩和
を検討することが提言されました。

次のスライド 9 では，外国の支店，恒久的施
設（PE）で生じた損失について説明がありま

した。恒久的施設での欠損金の二重使用は，現
在，控除方式と免除方式のいずれもかなりの程
度防止されていると言われています。この理由
の 1 つは，BEPSプロジェクトで推奨されたハ
イブリッド・ミスマッチ・防止ルールです。印
象的なこととして，多くの国にハイブリッド・
ミスマッチ・防止ルールがあり，濫用的な二重
使用或いは多重使用をはるかに越える規制がか
かっていて，EUでも総利益主義に抵触するよ
うな過大な課税に直面していると説明がありま
した。

スライド10では，損失の二重使用や人為的な
損失の発生防止について，いずれも各国の濫用
防止ルールによって効果的に防止されている例
が説明されました。ゼネラルレポートの結論と
して，本Subject の「企業の損失補填が利益移
転の新たな形態なのか」という刺激的な疑問に
答えようとして，むしろ多くの国の損失制限の
ルールがオーバーシュートし過大な課税を招い
ているという見解が示されました。その上で，
第 2 の柱のプロジェクトにはまだ議論の余地が
あり明解な解決に至っていない興味深い問題が
多いと意見が述べられました。また，今後EU
の改革プロジェクトが実現すれば，本来の意味
でのゲームチェンジャーになるかもしれず，
Subject 1 での損失相殺の議論が明日には法的
歴史になっているかもしれないという展望も示
されました。

1 － 2．取引形態別の報告
スライド11からは，各課題について各パネリ

ストから取引形態別に報告があったものです。
初めは，損失の重複利用についてです。米国

で設立された法人がメキシコで実効的に経営さ
れている場合，両国の国内法では二重居住者で，
メキシコでは実効経営テストにより居住者とな
ります。アメリカ・メキシコ間の租税条約では，
いずれの国の居住者としても取り扱われません
が，この場合，損失は相手国のルール次第です
が，メキシコに連結制度がないため損失を利用
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できるため，アメリカも同じように使用できる
ことになります。しかし，例えば，米国で損失
を出した会社が他の国へ移転した場合，その損
失は将来のメキシコの所得と相殺できるかとい
えば，メキシコ国外で発生していて要件を満た
さないため相殺できません。つまり，米国法人
が連結申告で損失を使用しない限り損失を二重
に使用できない二重連結欠損金ルールがあると
いう説明がありました。

次のスライド12では，損失の利用時期が異な
る場合の二重控除の可能性の例が紹介されまし
た。米国親会社が破産，事業の終了，清算など
により無価値になった子会社を持っている場合，
米国法では無価値株式として控除を受けること
ができます。その一方で，損失確定後に他国に
移転したり二重居住者となって損失を繰り越す
ことが可能であった場合， 2 回目の損金算入は
国によって異なるものの，損金不算入や損失輸
入に関するルールがあるため損失再利用は難し
いという説明がありました。例えば，米国には
評価減のルールがあり，他の国でも租税回避否
認規定等によって損失の再利用を防ぐことがで
きるとコメントがありました。

スライドの13では，クロスボーダー・ローン
が不良債権化した場合，控除を受けるタイミン
グが異なる可能性について説明がありました。
債権回収のためには，まず最善の努力が必要に
なります。最善の努力とは国によって異なるよ
うで，メキシコのルールでは実際に子会社を訴
える或いは強制執行する必要があります。そこ
までやれば債務の帳消しとなり，貸し手は実際
に不良債権の控除を受けることになります。ま
た，最終的には債務は帳消しとなり無価値とし
て不良債権の控除を受けることになりますが，
米国では完全に無価値になる前に貸倒控除がで
きるためタイミングのミスマッチが生じる可能
性があります。なお，米国の連結申告では同時
処理ルールとなっているためタイミングのミス
マッチは利用できませんが，非連結の場合は，
ミスマッチが発生する可能性があり，実際に債

務が解消されるまで債務免除益が発生しないと
いう事象が見られるようです。不良債権控除の
後に債務を債務者の資本に転換する場合はどう
するかという疑問の記載がありますが，次のス
ライド14で説明されます。

スライドの14は，不良債権の放棄の例です。
借り手である子会社が不良債権を抱えている場
合，親会社は債権放棄ができます。債務免除が
あると債務者にとっては課税所得が増えること
になりますが，パネリストによるとオランダに
おいては第三者債権者のように債権放棄に伴う
利益は要件を満たせば非課税となります。ただ
し，オランダの繰越欠損金の規定により一定額
以上は50％しか使用できないため，まず繰越欠
損金を控除して残りを免除します。実際の免除
額が繰越欠損金より低くなる可能性もあり，債
務者が実際に免除された分の税金を支払うリス
クが残ります。

もう 1 つ，オランダの話です。親会社が債務
と同額の株式を拠出することを約束して債務と
相殺をします。これは，親会社が負債を資本に
転換したことになります。株式の価値が上昇す
れば課税されますが，子会社に利益が生じるこ
とはありません。

次のスライド15の例では，損失が間もなく期
限切れになるときに損失を更新（リフレッシュ）
する場合です。B国の黒字会社（Profit Co）に
償却済の資産を時価で売却しA国の損失会社
（Loss Co）が，同じ資産のリースバックを受
けるセール&リースバック取引が説明されまし
た。この取引でA国ではその利益で損失会社の
損失を解消し，B国の黒字会社はリース料を得
るようにすることで実際に損失会社を助けるこ
とができます。スライドの下の説明にあるよう
に，売却する現物株がない場合，転換社債を発
行する方法もうまくいくかもしれないとのコメ
ントがパネリストからありました。

この取引に対するコメントとして，ブラジル
では租税回避を防止するための明示的なルール
はなく，判例法に基づく判決もないので，税務
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当局がケースバイケースで税制上の問題の有無
を分析して判断するとのことです。判例法は，
経済的実質や濫用に着目し公正な市場価値で取
引が行われているかが重要で，税務当局が取引
を承認するための必須条件となっています。

また，他のパネリストのコメントとして，メ
キシコではこういった取引には，税務当局への
報告義務があるとのことです。報告義務がある
取引には 2 つの特徴があり， 1 つは損失が期限
切れになりそうなこと，もう 1 つは取引の実質
に十分なストレスがかけられないということで
す。これについては，総利益原則と 1 回は損失
を利用する重要性に立ち戻ることが必要である
とも述べられました。

次のスライド16では，アメリカの「Liberty 
Global」のケースが紹介されました。このケー
スは，コロンビア特別区連邦地裁で係争中のケ
ースです（注：2023年10月31日判決）。取引を
簡略化した図の中央の「CFC1」が，その下の
「CFC2」の持ち分60％を一番上にあるイギリ
スのLiberty Globalに約32億ドル（24億ドルの
キャピタルゲイン）で売却したのですが，その
売却前に複数のCFCを使用した取引で，意図
的に莫大な利益剰余金を作りました。売却利益
について，米国ルールに基づいて24億ドルの利
益を配当となるように再特徴付けをしました。
更に売却の結果として持分が減少し，売却利益
がGILTIに含まれることを防止しました。この
取引は，税制上の特質をリフレッシュし意図的
に利益を実現していますが，米国当局は典型的
な期限切れ前の損失を利用するものであり，経
済的な実質がなく，税金以外のビジネス目的も
欠如していると見ています。パネリストからは，
税制改正でルールが稚拙に作成されたため抜け
穴が生じたとコメントがありました。

次のスライド17では，支店の損益を処理する
2 つの方法について説明がありました。それは
税額控除方式及び免除方式です。税額控除方式
では，親会社の国では支店の損益が親会社に流
れることになります。幾つかの国では，ここで

は，例としてスペインやブラジルが挙げられて
いますが，親会社が支店の損失を使用すること
を許可していません。

また，免除方式では親会社の国では支店の損
益を親会社の所得から除外します。しかし，支
店が十分な課税をされていない場合は，支店の
所得に追加課税するか支店の所得だけに課税す
るかどちらかに切り替えることになります。例
えば，スペインでは支店の国が支店所得に最低
税率で課税しない場合，親会社の国が課税する
場合があると説明されました。また，どちらの
システムも最初は単純な仕組みですが，次第に
複雑な仕組みになっていくことが説明されまし
た。そこで，少なくとも十分に課税されている
ことは確認する必要があることもコメントされ
ました。

1 － 3．国別の対応
スライド18は，各国の海外PE損失に対する

アプローチについて各国のパネリストから説明
がありました。

1 番目のブラジルでは，海外支店であっても
外国子会社と見なされて計算され，利益の輸入
はしますが損失は輸入しないということです。
すなわち，ブラジル法人税との相殺は認められ
ません。

2 番目の日本の場合は，全世界所得課税で同
時に税額控除方式を採用しているため，国内の
法人所得税ではPE損失のフロースルーを全面
的に認めています。地方税は自治体のサービス
に対する対価であるため国外損失は無視されて
いると説明がありました。

3 番目のメキシコでは，損失のフロースルー
が認められています。法律に多くのことは書か
れておらず，妨げる規定もありません。従って，
外国法を現地企業の利益に対して使用すること
が認められるようです。子会社や支店が再び利
益を上げた場合に取り戻すといったクローバッ
クの規定もありません。

4 番目のスイスは免除方式です。 7 年間の期
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限付きで再取得ルールがあります。理論上は損
失の二重控除となりますが，支店が設置されて
いる他国がハイブリッド・ミスマッチ・ルール
を適用している場合，他国は支店の利益に対す
る損失の控除を認めないことで二重控除を避け
ることが可能となっています。

最後にアメリカの場合です。アメリカはフロ
ースルーです。海外支店の収益と損失は米国で
考慮されますが，支店が法人化されているとさ
らに再取得のルールもあるようです。アメリカ
にはチェック・ザ・ボックス・ルールがありま
すので，支店の多くはハイブリッド・エンティ
ティであり簡単に法人化することが可能です。
そして，損失を再取得することができます。そ
の場合は，それ以前の支店損失を取り戻す必要
があります。

こちらのスライド19と次のスライド20では，
オランダの方式の説明がありました。オランダ
では，2012年までの免除方式で，取引図のとお
りA国の支店の損失はオランダのBVの所得と
の相殺が可能で，オランダで支払う税金が少な
くなり税制上の優遇措置を受けられました。し
かし，当時のオランダにはホームオーバー・ク
ローバック・ルールがあり，支店がなくなった
場合はその損失が考慮されますが，再び利益を
上げ始めるとその利益部分の免除を受けられま
せんでした。これに対して課税の延期は，支店
が活動停止しない限り損失が確定しクローバッ
クが発生することになるので，オランダで活動
再開する場合はそのことを考慮に入れる必要が
ありました。

スライド20は，オランダの2012年以降の免除
方式についての説明です。取引図では，オラン
ダのBVが世界で1,050の利益を上げ，A国のPE
では100の赤字，B国では300のプラスが含まれ
ます。この場合， 2 つの支店の結果である100
の損失と300の利益を考慮せずBVの850の利益
のみに課税します。PEの損失は控除の対象で
はありません。オランダの課税標準は，PEに
帰属する損益が世界全体の損益から減らされま

す。
スライド21では，会計単位の統合による損失

の重複の懸念について説明がありました。前の
スライドの取引図ではどちらもPEでしたが，
グループ税制や損失統合を通じてPEや子会社
の損益を実際に使用できるかということです。
黒字の子会社と赤字の子会社が同じ国にある場
合に，オランダであれば統合が可能です。また，
オランダが親会社の国である場合は，PEや子
会社の合計が考慮されません。他の国が親会社
の場合は，PEの損失は何らかの方法で考慮で
きるであろうということです。

1 － 4．判例紹介
スライド22からは，EUの判例の紹介です。

こちらは，イギリスの「Marks＆Spencer」の
ケースです。このケースは外国子会社の損失の
取扱いについての争いです。このスライドの解
説部分は，おおむね次のことが記載されていま
す。 1 つ目は，EUの裁判所によって子会社の
損失は最終的なものと見なされる場合のみ損金
算入可能です。この「最終的」とは， 2 つ目の
説明で，居住子会社がその居住国で損失を考慮
できる可能性を全て尽くした場合です。 3 つ目
は，子会社の損失が子会社自体又は第三者によ
って遠い将来の居住国で考慮される可能性がな
いこと，そして 4 つ目は，親会社は損失が例え
ば譲渡によって引き継がれないことを証明しな
ければならないこと， 5 つ目は，この場合，損
失が「最終的」なものと見なされることです。
しかし，この後，支店へステップを踏んだ場合，
その支店の損失を考慮できるか疑問に思うとパ
ネリストから述べられました。この点は，次の
スライド23の事例で説明します。

スライド23では，ある親会社について親会社
の国外支店の業績が免除されるという 2 国間条
約がある場合の損失の取扱いについて判例の説
明です。取引図では，A国に親会社と支店があ
り，B国に支店 2 があります。A国とB国間の
租税条約では免除方式が提供されています。し
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かし，A国は親会社にB国支店の損失を国内所
得と相殺する控除を認めません。裁判所は，条
約の規定により親会社があるA国内での支店の
活動とB国での支店の活動は比較できないとし
ました。従って，免除方式が条約に具体化され
ていることを考慮すると条約によりA国で損失
を考慮する必要なく，それは損失が最終的なも
のであるかどうかに関係ないとしております。
結果として，A国は条約をもって税金を徴収す
る権利を放棄することとなりました。

次のスライド24は，「Futura」のケースです。
このケースは，国境を越えた救済についての判
例です。所得と損失の経済的関連について議論
がありました。EUの判例法においては，損失
を認める範囲は国内で稼いだ所得に経済的に関
連していることを条件としています。また，
EU加盟国に支店を有する納税者の前年度の損
失の移転額を制限しています。このケースでは，
全体の損失600に対し，支店の損失は一部の200
しかありませんでした。ただし，加盟国での口
座の維持・保存を条件として損失を移転させる
ことはできません。裁判所は損失を考慮する方
法に制限はないとしましたが，パネリストから
は何も情報がなければ損失があったことをどう
やって証明するかとても困難であるという意見
が述べられました。

スライド25では，ドイツに所在する法人の判
例が取り上げられました。ドイツの「Lidl 
Belgium」という会社のルクセンブルク支店の
損失を考慮するべきだという主張があったもの
ですがドイツで認められませんでした。ルクセ
ンブルクとドイツの間には租税条約があったた
め，PEの損失は，PEにのみ帰属させるという
ことです。この場合，条約により所得はルクセ
ンブルクで課税され，損失は将来ルクセンブル
クで考慮することができます。

ここで 4 つのEUの判例を通して，パネリス
ト か ら 意 見 が 述 べ ら れ ま し た。Marks＆
Spencer事件は，子会社の損失は最終的なもの
であれば損金算入が可能で， 2 番目のケースで

は租税条約で免除規定がある場合の国外支店の
損失は親会社で考慮されません。また， 3 番目
のFutura事件は租税条約に免除規定がある場合，
損失を支店の国で認識するということ，また，
4 番目のケースの場合，損失はルクセンブルク
で使えるが過剰な損失課税を避けるためであり，
ドイツでは損失を考慮することができません。

判例についてパネリストからは，EUの裁判
所の対応は原則から少し逸脱していると述べら
れました。技術的な原則からいえば，損失が確
定しているのであればどこかで考慮することが
できるはずだとコメントされました。

次のスライド26では，ハイブリッド事業体の
ミスマッチ・ルールについて説明がありました。
「Z LP」がハイブリッド事業体です。取引図
では，A国に「X Ltd」というのがあり，D国
では，パートナーシップZを透明な法人として
取り扱い，A国で発生した損失を認識します。
ただし，D国でもパートナーシップZを不透明
な法人として取り扱い，発生した損失をD国の
タックスグループのY社の利益と相殺できるた
め二重控除が発生します。

パートナーシップの損失の取扱いは支店の取
扱いと似ており，パートナーシップの損失は透
明なものとして取り扱われ，A国で損失を認識
し二重控除が発生します。このアレンジメント
全体がハイブリッド・アレンジメントに該当し
ます。EUのルールによれば，A国が控除を否
定しない場合は税務グループがあるD国が控除
を否定する必要があります。これがハイブリッ
ド・ミスマッチ・ルールの基本的な部分です。
この取引図の中のX Ltdがスイスに拠点を置い
ている場合， 7 年間の再取得ルールが適用され，
グループ内で損金算入が可能な場合にはスイス
における損金算入が否認されます。パネリスト
からは，これらのルールというのは互いに関連
していて二重控除を受けられないようになって
いると説明がありました。

スライド27では，移転価格税制との関連の説
明がありました。取引図では，A国の親会社が
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利益を出し，B国の子会社が損失を出した場合
に親会社から子会社へ資産・機能及びリスクを
ミスマッチ緩和のために移転できるのかという
ものです。損失がある法人に所得を移す方法が
あるかについて，資産・機能及びリスク，知的
財産などは外国に移すとなるとある種の出国税
がかかると説明されました。

各国の制度について，パネリストからコメン
トが出され，日本の場合は，基本的に無税でで
きるはずだが，事実や状況により営業権の譲渡
から生じるキャピタルゲインなどを認識し課税
が発生する可能性があると説明がありました。
一方，メキシコの場合は，製造会社をマキラド
ーラに移転したとすると，移転価格に戻って機
能・リスクなどどのような組み合わせで移転す
るか，移転により資産そのものの譲渡か，それ
以上のものが課税されると述べられました。こ
の点に関して，ブラジルでは移転価格税制が
OECDのルールに従ったものに改正されたばか
りで，これから適用されるため新しい時代が来
る，とコメントされました。

スライド28以降は，ブラジルにおける損失の
活用について 3 種類の事例の紹介がありました。
1 つ目は逆合併， 2 つ目はCFCの損失の利用，
3 つ目が欠損金を収益化した事例です。

スライド28は， 1 つ目の逆合併の事例です。
ブラジルでは内部損失の使用に制限があります。
1 つ目は，前年度が営業外損失の場合は営業外
利益とのみ相殺できます。 2 つ目は，損失発生
時期と相殺時期との間に法人の支配者や活動内
容に変更があった場合は損失の相殺は禁止され
ています。 3 つ目は，スピンオフの場合は損失
も同じ割合を償却し合併で存在しなくなった場
合は存続企業で損失を使用できなくなります。

スライドの下半分は，逆合併の説明です。ブ
ラジルでは，合併後の存続者に関する法的制限
はなく，利益会社と赤字会社の合併を禁止する
規定もありません。逆合併は納税者によって過
剰に利用され，逆合併後には存続会社の要素や
非存続会社の要素が変更され主な活動や従業員

が新たに制定されるということ，ブラジルの国
税当局は経済的実質が欠如していることを理由
に幾つかの逆合併を無視し始めていること，現
在の判例は逆合併が行われると税務調査の可能
性があることを示しているとのことです。

スライド29は，ブラジルの複雑なCFC税制
の説明です。ブラジルでは支店を外国会社とみ
なします。一般的なルールでは各事業体に分離
された結果を計算します。PEであろうと法人
であろうと関係はありません。

2 番目の段落では2024年までの例外規定が説
明されました。黒字の外国法人と赤字の外国法
人を連結するオプションがあるということです。
記載の 4 つの条件下では個別管理が必要となり
相殺もできませんが例外規定に従って相殺でき
ます。

3 番目の段落は，連結決算を選択した場合は，
連結決算には国外の支店や子会社の損失を含め
られません。

4 番目の段落は，国外のエンティティを分離
して管理し法人ごとに文書化することが説明さ
れました。

次のスライド30では，ブラジルで損失の収益
化を認めている場合が幾つかあることが紹介さ
れました。現在の法人税率の34％を累積損失に
対して適用することによる制度です。 1 番目は
「Special amnesty programs」です。これは幾
つかの法律で規定されています。税務当局が一
定の期間，延滞税を減免する特例制度で，損失
額を延滞税の本税の支払いに充てることができ
る場合があるようです。

2 つ目として行政裁判所で厳しい決定がされ
た場合の債務の支払いです。これは，納税者か
らの申出によってその税金の支払いに損失を使
用できるものです。

スライド31と，次のスライド32は， 2 つとも
日本の事例です。スライド31は，ユニバーサル
ミュージック事件です。

取 引 の 中 心 に あ る オ ラ ン ダ の 持 株 会 社
「HoldCo1」が日本の法人「AcqCo」を保有し
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ています。この日本法人が「FinCo」というフ
ランス法人から借り入れを起こして「Target」
会社を買収後，合併しました。その法人AcqCo
がフランス法人へ多額の利息を支払って損金算
入したものです。この取引が国税当局の目にと
まり，グループ内の組織再編の中でグループ企
業の外国法人からの多額の借入金利息を損金算
入したこと，すなわち租税回避の手段とされる
債務プッシュダウン取引が法人税を不当に減少
させるものだとして同族会社の行為計算否認の
適用を受けて争いになったものです。

本件は，過小資本税制の適用外で過大支払利
子税制の方も支払割合が問題となる基準の適用
前でした。この事例の場合は，争点が経済的合
理性の有無となりました。

最高裁では，「経済的かつ実質的な見地にお
いて不自然・不合理なもの，すなわち経済的合
理性を欠くものとはいえない」として2022年 4
月に国側の上告棄却となりました。このケース
について他のパネリストからは，借金の押し付
けであるとか，組織再編の一環として行うこと
は，そのパネリストの国では規制があって難し
いといったコメントが述べられました。

次のスライド32は，ヤフー・ジャパンのケー
スです。こちらは欠損法人の収益化に係る事件
です。この本件は取引図のとおり，組織再編の
中で「Buyer」が人為的に役員を兼任させて適
格合併をしたことにより，グループ内の法人の
多額の欠損金が買い受けた法人に承継されて損
金として利用されたというものです。この取引
が，組織再編税制を利用した租税回避行為とし
て争いになりました。

最高裁では，「当該行為又は計算といったも
のが組織再編を利用して税負担減少以外にその
合理的な理由があったとは言い難い」とし，法
人税の負担を不当に減少させる結果となると認
められるとしてヤフー側が敗訴となりました。

この 2 つのケースの紹介の後，各国で同じス
キームの取引が行われる可能性について意見が
求められました。どのパネリストからもいずれ

も禁止されている或いは認められないといった
意見が出されました。

1 － 5．第 2の柱について
スライド33以降は第 2 の柱と損失の取扱いに

関するもので，本Subject 1 の後半のテーマで
す。2021年12月にOECDが公表したBEPS2.0第
2 の柱におけるGloBEルールに関するモデルル
ールのうち，損失の取扱いに関連した部分を踏
まえた説明です。

このスライドの 6 つのルールの説明の前に，
パネリストより第 2 の柱の考え方についてコメ
ントがありました。パネリストの見解によれば，
第 2 の柱の全てのルールが完全に実行されれば
世界のどこで事業を行おうとも適用される税金
です。それは，国境を越える概念がない国内法
とは異なるという話がありました。しかし，第
2 の柱が完全には実行されていない現在は，損
失の輸出入は懸念事項です。

第 2 の柱に関して， 3 つの課題があるという
説明がありました。 1 つは，UTPRと呼ばれる
軽課税支払ルール，IIR（所得合算ルール）で，
こちら 2 つのルールは第 2 の柱の範囲に入りま
すが，もう 1 つは既存の国内税制の概念を利用
しているPEやCFCの扱いをどうするか議論が
必要であること， 3 つ目は，第 2 の柱がグロー
バル課税であるため，グローバルな課税ベース
が必要となり，そのための財務会計の活用が必
要であることが説明されました。

次に，損失に関する問題で，パネリストが実
務で目にする中で重要だと思われるルールの例
示が説明されました。 1 つが，GloBE損失に起
因する繰延税金資産（DTA）の再計算で，も
う 1 つが恒久的な差異から生じる税損失， 3 番
目がGloBE損失の選択， 4 番目が株式投資包含
の選択， 5 番目がGloBE以前の税帰属の移行ル
ール， 6 番目が恒久的施設のGloBE損失となり
ます。

スライド34は，繰延税金損失の処理に関して
第 2 の柱の上乗せによる影響についてOECDの
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パネリストからの例を使った説明です。上半分
はブループリントの段階でのアプローチの方法
です。下半分は，今，考えられているアプロー
チ方法です。繰延税金資産の再計算などの特定
の調整を条件として繰延税金資産は財務会計を
利用して繰入れ，繰戻しをするとの説明があり
ました。

スライド35から後はモデルルールの各条文の
説明です。ここではモデルルール4.5のロスの
選択について説明がありました。繰延税金資産
というのは，法人税が課されない国であれば繰
延税金資産を計上することはないので，第 2 の
柱で，特別なルールが設けられました。GloBE
損失が発生した場合には，第 2 の柱という理由
で繰延税金資産として計上することができ将来
年度のGloBE利益と相殺するルールです。

スライド36では，モデルルール4.4.3の繰延税
金資産（DTA）の再計算について説明がされ
ました。繰延税金資産がGloBE損失による場合，
15％未満で記録された場合は15％になるような
再計算をされます。

スライド37は，PEのGloBE損失の配分につ
いての説明です。GloBEルールでは，PEに帰
属するGloBE損益をメインエンティティの
GloBE損益から分離する免除システムに依存し
ています。外国税額控除システムによる場合は
PEに税金を押し下げるため特別にプッシュア
ップするルールなどが必要です。これにより，
管轄区域の実効税率計算の歪みは回避されます。

スライド38は，CFCやハイブリッドへの損
失の配分についての説明です。外国子会社に関
してCFC制度に基づいて親会社が支払う税金
は，一定の制限に従って外国子会社にプッシュ
ダウンされます。これはハイブリッド事業体に
も同じルールが適用されます。このような場合
に子会社のGloBE損益を親会社から分離する特
別な規則はなく，CFCやハイブリッド事業体
の損失を親会社にプッシュアップする規則もあ
りません。

スライド39では，モデルルール9.1.1及び9.1.2

の多国籍企業グループ等がGloBEルール対象と
なる場合に適用される経過措置の説明です。移
行前の繰延税金資産及び負債がGloBEルールの
移行の初年度において15％を超えない範囲で考
慮されます。いくつかの項目は移行されません
が，これは恒久的な差額損失の誘発を防ぐ目的
です。

スライド40では，モデルルール9.1.3について
の説明及び質問へのコメントがありました。モ
デルルール移行前に資産を譲渡した場合，簿価
を時価までステップアップすることを認めてい
ません。低税率の国や地域から資産を移転し簿
価を上げ，売却益に15％の税金を払わず将来償
却するといったことに対処するためのルールが
設けられています。パネリストからは，このル
ールは政策の濫用に焦点が当てられているとコ
メントがありました。

スライド41からは，2015年のBEPS行動計画
2 をモデルとした国内法に係る問題を取り上げ
て例により説明して質問にコメントをしていま
す。国内税法で控除もしくは不算入とした場合
に支払国が控除を拒否すべきか，受取国が所得
を合算するよう要求すべきかについてハイブリ
ッド・ミスマッチ防止の報告書と同内容である
とコメントが述べられました。第 2 の柱では課
税ベースに対して新たな税金が課され，通常で
あれば控除は認められませんが，受取国で
QDMTT，IIR，UTPRといった第 2 の柱が採
用されている場合，法人税上は認められずとも
第 2 の柱で損金算入が認められます。

スライド42では，二重居住者の場合でも
QDMTTのために子会社を考慮して 2 つの実効
税率を計算した場合，二重控除と同じ状況が生
じるかという懸念が挙げられました。パネリス
トからは，包括的な枠組みで議論する必要があ
ることに加え，GloBEルールでは二重控除とい
う特殊な状況は発生せず，二重居住法人が他の
法人の所得と控除を相殺する理由は連結だから
ではなく第 2 の柱を適用しているからであり，
基本的には他の事業体との相殺はできないと説
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明がありました。
スライド43は，モデルルール3.2.7のグループ

内の資金調達協定の説明です。グループ内資金
調達の取決めに起因する費用は，低税率地域の
事業体のGloBE損益から除外されます。これは，
低税率地域の事業体の経費が増加すると高税率
地域の事業体の課税所得を増加させるため，コ
メンタリーでは，支払が税制上の優遇措置やそ
の恩恵の額に該当する場合は，指針を高税率の
課税所得を増加させるものとして扱われるべき
ではないとしています。パネリストから税務上
のメリットのようなものがあって，ルールによ
って捕捉されて課税所得の増加にはならないと
考えているとコメントがありました。

スライド44は，本セッションの最後です。会
計基準と税法の間の非対称の取扱いに関する議
論の今後について言及がありました。今後，包
括的フレームワークにでは暫定的及び恒久的な
GloBEセーフハーバーに関して使用されるもの
を含む会計基準と税規制の間の違いに係る非対
称的な取扱いについてミスマッチを避けるため
にさらにガイダンスが出るであろうということ
です。

以上でSubject 1 の説明を終わります。あり
がとうございました。

（大野）吉野教授，限られた時間の中で詳細な
ご説明を頂きありがとうございました。それで
は，次にSubject 1 にパネリストとして参加さ
れた平川会員からお話を伺いたいと思います。
平川会員，よろしくお願いいたします。

2 ．パネリスト参加報告

（平川）長島・大野・常松法律事務所の弁護士
の平川雄士でございます。あらためましてよろ
しくお願いいたします。吉野先生，ご報告をあ
りがとうございました。また両先生方，大変お
疲れさまでございました。メキシコ・カンクン
というところですので乗り換えありの十数時間

の長旅をされて，それで着いたら着いたで，太
陽が降り注ぐ素晴らしいリゾート地なのですけ
れども，屋内に篭もって租税の難しい話をしか
も英語のみで丸一日中集中してお聞きになり，
しかもそれを正しく把握されて日本に持ち帰ら
なければならないという，ある意味大変にハー
ドなお仕事をこなされたことに対し敬意を表し
ます。

冒頭，大野先生からご注文がありましたとお
り，パネリストとしての裏話的なことを，との
ことですので，その線で若干お話申し上げたい
と思います。

Subject 1 の中身，とりわけ私がお話しした
ユニバーサルミュージック事件最判とヤフー事
件最判の内容等それ自体については，著名事件
でもあり皆様もうご存じのことだと思いますの
で割愛します。テーマが「Sharing and shifting 
of corporate losses」というものでしたので，
両事件はこのテーマに適した事案ではないかと
いうことでChairに提案の上取り上げました。
また，Chairが実務家であるためパネリストも
いきおい実務家が多く，私もそうなのですけれ
ども，実務家が話すからには，高尚な国際租税
policyの話というよりも，具体的事案ベースの
卑近なlawの話とした方が聴衆に分かりやすい
だろうと思われましたこともあり，両事件を取
り上げた次第です。私が偶々両事件において納
税者訴訟代理人の一員であったという縁もあり
ました。ただ，Chairは，IFAの場ということで，
policyとlawのバランスについては意識して大
変気を配っていました。

当日は時間の制限のため，各パネリストに詳
細なコメントを伺うことまでは当然できません
でしたが，準備段階も含めていえば，ユニバー
サルミュージック事件の方は，こんなのウチの
国でも当然にできる，何が問題なのか，といっ
た反応が多かったかなと思います。ヤフー事件
の方は，米国だとそもそも明文規定，つまり内
国歳入法382条のchange of controlによる欠損
金使用の制限の規定があるためダメだという反
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応がありました。国が違えば法令の規律も違う
という至極当然のことではありますが，大変興
味深く思いました。

パネルでの発表に当たっては，当然のことな
がら各自の持ち時間とスライドの枚数の制限が
極めて厳しいため，例えば論文執筆時のように
細部に至るまでの正確性・無謬性を追求します
と，とても廻りません。またそういう点を（主
に同胞の日本の専門家の目の手前）過度に気に
してしまうと，圧倒的多数の他国のしかも初見
の聴衆側としては，「ややこしくて何言ってる
かよく分からずつまらなかった」というような
ことに往々にしてなるというのも経験上承知し
ていました。そこで，とにかく自分が初見の聞
き手の立場であったとしたならば，何が分かり
やすく何が印象に残り面白いと思うかというこ
とを常に意識して，誤りのない限りで，「要は
こういうこと」とある意味大胆に伝えることを
心掛けました。発表は当然英語なのですが，下
手でもいいのでゆっくり堂々と話せば何とかな
ると開き直って，そういう話し方を心掛けまし
た。なお，生来図々しいので，本番の壇上でも
緊張は全くありませんでした。

そうしたところ，IFAの出席者は皆さん大人
で社交辞令に長けておられるということは措い
ても，会場で会う人会う人，「あのパネルに出
てたよね」「大変良かったよ」というような感
想を幾度となくいただきましたし，またパネル
のメンバーも，「とてもよい反応をもらった」
とお互いにemailを廻し合って，皆さん喜んで
各々の国に帰っていきました。

IFA本大会における日本のプレゼンスという
点 か ら 申 し ま す と， 各 種Seminarは 措 い て
Subject 1 と 2 のみについて申せば1，Subject 
1 はおよそアジア全体で私 1 人のみでありまし
て，Subject 2 の方はインドの方が 1 名のみで
した。インドは一応というと失礼ですが英語圏
ですので，非英語圏のアジアの国というと

Subject 1 と 2 で今回私 1 人のみだったという
状況です。歴代のIFA本大会のPlenary Session
のパネル構成は概ねそのような状況なのですが，
今回私がパネリストの末席に加わることができ，
少しでも日本のプレゼンスに貢献できたのであ
れば，日本支部の運営委員・理事としても，実
務家としても，光栄なことであったと勝手に思
っております。

今回のSubject 1 というセッションは，本大
会では常にそうですが，大会初日の朝一番のセ
ッションであり，最も多くの聴衆が来るもので
す（初日の朝一は皆まだやる気がある。）。大舞
台といえば大げさですが，そういう性質のセッ
ションです。このパネリストをどういう経緯で
私がやることになったかについてですが，IFA
というと何やら本部から支部に指令が下り，支
部で推薦を募り，本部に上げ，といった組織的
なフォーマルな意思決定のあり方を想像されて
いる方もおられるのではないかと思われますが，
全くそういうことはなく，端的にいえばChair
による非公式な一本釣りです。ChairのSamは，
私が約20年前に米国にいたときに同僚として仕
事をして以来付き合いのある，尊敬するtax 
lawyerですので，その縁もあって，「やる？」
と誘われたので「やるやる。」と返事してこう
なったという経緯です。開催の約半年前の2023
年 5 月という時期でした。その後はそれを受け
て本部PSC名義での正式な依頼がありましたが，
あくまでも端緒はChairの誘いです。

このように，パネリストの選定とかそういう
類いの話は，やはりChair等関係者との個人的
関係に基づく非公式な打診が最初に来るパター
ンが現実として多いのかなと感じます。すなわ
ち，IFAに参加されたら，なるべく多くの人と
会って，他愛もない話をして，知ってもらうと
いったことが何だかんだ重要なのではないかな
と感じます。日本支部最高顧問の宮武敏夫先生
が昔から仰っているとおりです。IFA本大会で

1	 �なお，Seminar のうち，WIN Seminar: E-invoicing as a means to tackle tax fraud には，松原有里明治大学教授がパ
ネリストとして登壇された。
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もRegional会合でも，パネリストとして登壇さ
れたいとお考えの方がおられれば，参考になれ
ば幸いです。

パネルとしての準備は，かなりの大舞台のセ
ッションということもあり， 3 ヶ月前くらいか
ら約 1 カ月に 1 度，直前は隔週に 1 度程度，各
自のスライドのドラフトを持ち寄ってweb会議
で打ち合わせをしまして，セッション前日にも
現地で集まって打ち合わせをしました。そのよ
うにして各人の持ち場や話すことやタイミング
をいろいろ握っていたのですが，当日本番にな
ると，まあ打ち合わせにないことを皆さんよく
おっしゃいますこと（打ち合わせは何だったの
か…），という顛末でありました。とはいえ，
いわば悪しき几帳面さからそういうふうに思う
のは，私含めおそらく日本人だけなのでしょう。
グローバルには，何を打ち合わせていようが，
spontaneousなimprovisationとしての議論が出
てなんぼということなのでしょう。そういうも
のだと思っておいたほうが気が楽かもしれませ
ん。

以上のようなことで，今回，日本の納税者側
の実務家という立場でSubject 1 のパネルに登
壇させていただきましたが，本日もまさにそう
なのですが，IFAのよいところは，やはり，ア
カデミアであろうが実務家であろうが，実務家
であっても当局側であろうが納税者側であろう
が，皆一緒くたになって議論ができるというこ
とだとあらためて実感しています。世の中に「混
ぜるな危険」という注意書きがありますが，そ
の反対ですね，「混ぜてなんぼ」ということか
と思います。

そういうことで，今後，できるだけ多くの日
本支部の皆様が，IFA本大会でもRegional会合
でも，パネリスト等として登壇される機会を得
られることを願っております。そういうお誘い
がもしありましたら，日本的に遠慮や謙遜され
ることなく，ぜひ積極的に参加されてください。
私の方からは以上でございます。
（大野）平川会員，ありがとうございました。

また，パネリストとしてのご登壇，誠にお疲れ
さまでした。さらに，貴重なご経験をお話しい
ただきましてありがとうございました。私も
2015年IFAバーゼル大会のSubject 2 にパネリ
ストとして登壇したのですけれども，とても良
い経験をさせていただいたと思っております。
IFA日本支部の会員の皆さま方にも，ぜひパネ
リストとしてIFAの総会等で登壇していただけ
ればと思います。

それでは最後にSubject 2 について，税務大
学校研究部の原田教育官のご報告をお願いいた
します。

3 ．�Subject 2 ：Good faith in 
domestic and international 
tax law

（原田）税務大学校研究部教育官の原田と申し
ます。よろしくお願いいたします。Subject 2 ，
国内・国際税法における信義誠実について報告
いたします。

信義誠実自体は，近年IFAの多くのセミナー
で論点として度々議論に登場していたようです
が，それ自体がメイントピックとして取り扱わ
れるのは今回が初めてとのことです。セミナー
の 議 長 は， カ ナ ダ 最 高 裁 元 判 事 のHon. 
Marshall Rothsteinさんが務められました。また，
ゼネラルレポートはニュージーランドのオーク
ランド大学のCraig Elliffe教授，オランダのア
ムステルダム大学のSjoerd Douma教授が担当
されました。日本支部報告書は明治大学の池田
義典教授が作成されました。

セミナーは， 5 つのパートで構成されており
ました。パート 1 でゼネラルレポートについて，
パート 2 で国際法における信義誠実について説
明がありました。パート 3 で信義誠実違反が問
題となった事例の解説があり，パート 4 で信義
誠実違反への対抗策が示され，パート 5 で信義
誠実の実効性を高めるための提言がなされまし
た。パート 1 から順に報告をいたします。
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3 － 1．ゼネラルレポート報告
パート 1 では，ゼネラルレポートの報告が行

われました。スライド 3 になります。ゼネラル
レポートでは，信義誠実に関し40カ国の国内税
法と国際税法に係る比較分析が行われました。
分析の結果，信義誠実は異なる国々でそれぞれ
違った意味を持っているが，核となる部分では
類似性や共通の特徴が見られたとのことです。
具体的には，全ての国の国内法で信義誠実が確
認され，また，国内法で，正直に，誠意をもっ
て，合理的に義務を果たし，権利を濫用すべき
でない，ということを認識していたとの説明が
ありました。

次に，シビル・ロー諸国とコモン・ロー諸国
における信義誠実の表れ方の違いが取り上げら
れました。スライド 4 になります。

シビル・ローは，大陸ヨーロッパで発展した
法典や法令に基づいて法が形成される法体系で
す。一般的にシビル・ロー諸国では，信義誠実
原則は法体系により浸透しており，憲法，民法，
特別法等の中に確認することができます。ベル
ギー，チリ，チェコ，フィンランド，ドイツ，
フランス，ギリシャ，インドネシア，イタリア
等がシビル・ロー諸国に分類されておりました。

コモン・ローは，イギリスで発展した判例に
基づいて形成される法体系です。コモン・ロー
諸国では，信義誠実原則はシビル・ロー諸国ほ
ど体系化されていませんが，例えば契約法，雇
用法，信託，保険，破産法，行政法といった法
律の中に見いだすことができます。パネリスト
のCraig教授はコモン・ローでは信義誠実が損
なわれそうな状況において法律で対応するとい
う運用をしていると思うと述べられました。ア
メリカ，カナダ，オーストラリア，ニュージー
ランド等がコモン・ローに分類されておりまし
た。

ゼネラルレポートでは，シビル・ローとコモ
ン・ローの 2 つを併せた特徴を持つ国もあると
報告されており，例えばイスラエル，ブラジル，
そして日本もそれに当たります。日本について，

シビル・ローの特徴をより強く持っているが，
判例が法的拘束力を持つなどコモン・ローの特
徴を併せ持っているとの記載がありました。

スライド 5 では，条約と国内法の関係につい
て，monist（一元論）管轄とdualist（二元論）
管轄の説明がありました。ゼネラルレポート参
加国40カ国のうち，20カ国がmonist管轄，16カ
国がdualist管轄， 4 カ国が両方の性質を持って
いました。Monistでは，条約は直接国内法体
系で効力を持つため，条約を国内で執行するた
めの別途の立法手続きは不要であり，納税者及
び国家はその効力を直接受けます。一方，
dualistでは条約が国内で効力を持つためには別
途国内法が必要であるため，国内法の事後立法
により条約の効力を上書きするTreaty Override
が起こり得ます。日本は，両方の性質を持つ国
の 1 つです。基本的にはmonistの性質を持って
おり，条約はそのまま国内法としての効果を持
ちますが，条約の条項が十分に明確でない場合
等一定のケースでは，別途国内法の立法が必要
です。

スライド 6 になります。国内法の中に信義誠
実が表れる態様は国によって様々ですが，国際
法の中では，共通のフレームワークである租税
条約やウィーン条約法条約等を通じて，一貫性
のある信義誠実原則の姿を見ることができるこ
とが述べられました。しかし，国際的な共通の
フレームワークがある一方で，信義誠実原則が
見落とされるケースを，支部報告者がしばしば
懸念しており，また，Treaty Overrideに関す
る多数の例が支部報告書に見られたとのことで
した。

そして，ウィーン条約法条約26条，27条及び
31条で， 2 つのことが述べられていると説明が
ありました。スライド 7 に条文を記載しており
ます。これらの条文はセミナー中，繰り返し言
及がありました。

1 つ目は，26条及び31条で述べられている，
条約は誠実に解釈・履行しなければならないこ
とです。26条により，条約を誠実に履行する前
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提として31条で条約を誠実に解釈することが求
められます。

2 つ目は，27条で述べられている，国内法を
利用して条約を履行しないことは信義誠実違反
となることです。そのため，Treaty Override
は信義誠実原則に反するということになります。

また，18条も非常に重要な条文であると説明
がありました。この条文は，条約が完全に効力
を持つ前に，その条約の趣旨及び目的を損なう
ような行動をしてはならないと規定しています。
これにより，条約に署名した後，信義誠実に反
するような行動を国が取った場合，たとえ条約
が効力を持つ前であったとしても18条を根拠に
信義誠実違反が問われます。

3 － 2．国際法における信義誠実
ゼネラルレポートの報告の後，パート 2 では

国際法の中での信義誠実がテーマとなりました。
信義誠実原則は，国際的な税の分野だけでなく
国際法体系全体の基礎的な原則の 1 つであると
言及があった上で，国際法の中での信義誠実の
意味，信義誠実は全ての国を拘束するか，信義
誠実は税の分野における関連性を持つか，につ
いて解説がありました。

まず，国際法の中での信義誠実の意味につい
てICJ（国際司法裁判所）の判決を用いて国際
法の中で信義誠実がどのような意味を持ってい
るのか説明がありました。スライド 9 になりま
す。題材は，1974年12月20日の，オーストラリ
アとニュージーランドがフランスに対して起こ
した核実験に関する訴訟の判決です。判決では，
フランスが一方的に表明したpromiseは法的拘
束力を持ち，フランスが一方的にそのpromise
を反故にすることはできないとされました。こ
こでのポイントは，promiseがICJで適用され
る成文法としての国際法の枠外にあるというこ
とです。ICJは，信義誠実を基礎として成文法
を飛び越える形でpromiseが法的拘束力を持つ
という判断をしました。

信義誠実の理論的基礎は，国及び私人の法に

対する信頼と信用を守ることです。相互の信
頼・信用は社会の基礎であり，法的なレベルで
見ると，法の対象はお互いの言葉や法の機能を
信用できなければなりません。ただし，信義誠
実はそれ自体が何か主要な義務ではありません。
信義誠実は，一方で条約の解釈及び実行に関す
る包括的な原則として，他方でICJのpromise
のケースのような包括的な原則を越えた具体的
な法規範として実際のケースに登場します。

スライド11になります。信義誠実は，国際裁
判所や裁決機関で 3 つの基本的な機能を持った
ものとして表れます。 3 つの機能は以下のとお
りです。

1 つ目は，法的期待の保護です。もし，誰か
が自身の行動を通じて他の主体に対し法的な期
待を抱かせたならば，その期待は保護されなけ
ればなりません。

2 つ目は，共通の利益の保護です。信義誠実
は，一定の共通の利益を保護します。

その共通の利益の中で特に重要なのが， 3 つ
目の法の濫用の防止です。法の濫用の防止が問
題となるケースは，ICJをはじめ国際的な司法
機関で取り扱われています。これは，国際的な
税に関するケースでも同様で，成文法に記載が
ない場合も信義誠実原則を基にした権利濫用の
禁止を裁判所が認定したケースがあります。

さらに，法の濫用防止に関し，パネリストの
Celine教授は，国は誠実であることが推定され
ると説明しました。法の濫用防止機能は単に法
を文言どおりに解釈するのではなく，法の目的
を守ることを要求します。法を濫用しているか
どうかを考える際，その主体が濫用の意図を持
っているかどうかは問題となりません。そして，
法の目的は社会の中で何かを達成するための相
対的なものであるため，国はその法によって達
成すべき目的を守っている，すなわち，誠実で
ある推定がなされると説明がなされました。

次に，全ての国が信義誠実原則に拘束される
かについて述べられました。スライド12になり
ます。国際法学者の中では，信義誠実原則が法
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律に明記されていないとしても，条約と同様に
国際的な拘束力を持つことが共通の認識である
ということです。そして，それが一般的な法原
則かどうかは，各国内法の中でどのように機能
しているのかを見る必要があります。この点，
ゼネラルレポートの調査結果から調査参加国全
てで国内法の中で信義誠実原則が機能している
ことが認められており，一般的な原則であると
結論付けることができると述べられました。

また，monist及びdualistで条約の国内法への
編入方法の違いはありますが，国際法の下，条
約に拘束されるということは，一般的な国際的
な法の原則に服するということになります。そ
のため，たとえ国内法上に信義誠実義務がなく
ても，信義誠実に拘束されることになります。
結論として，全ての国は信義誠実に法的に拘束
されると説明がなされました。

そして，信義誠実の原則は国際的な税の分野
においても関連性を持つかということについて
説明がありました。これについては，信義誠実
と国と私人の関係についてご紹介させていただ
きたいと思います。

スライド14になります。信義誠実と国及び私
人の関係について，投資協定についての例が税
分野においても関連するところがあろうとの前
提の下，次の説明がなされました。

1 つ目は，信義誠実により，私人の法に対す
る期待が保護されているという点です。国は投
資協定の下，誠実に取り扱われるという投資家
の期待を尊重しなければなりません。その期待
は客観的な基準により評価されるため，ある状
況下で国の行動が予測できる場合，その期待は
保護されなければなりません。そして，これは
国際的な税法の領域でも同様に考えることがで
きます。国は，合理的な納税者がその状況下で
何を期待するかを考えなければなりません。

2 点目は，私人による法の濫用についてです。
投資協定が文言どおりに実行されたとしても，
もしも投資家がそれを濫用していたら裁判所は
投資協定による保護を認めないでしょう。例え

ば，投資家が専らその投資協定を利用するため
に会社の所在地国を変更するような場合，
Treaty Shopping（条約漁り）とされますが，
それは税の分野でも同様です。

そして，信義誠実の推定に関し，国の場合と
私人の場合の違いについて疑問が投げかけられ
ました。先ほど国は信義誠実の推定を受けると
いう説明がありましたが，では私人は同様の推
定を受けるかということです。幾つかの裁判所
は，国が，投資家が不誠実に行動し信義誠実の
原則を侵していることを示すことで，立証責任
が投資家に移ると判断しています。この場合，
投資家は不誠実ではないということを証明しな
ければなりません。これは，国が誠実の推定を
受けているのと対照的に，私人は不誠実の推定
を受けているような状況といえます。これにつ
いて，パネリストのIBFDのVanessaさんから，
納税者にとって信義誠実の推定がいかに弱いか
ということについてコメントがありました。
OECDモデル租税条約29条のPPTにおいて，納
税者が誠実だという推定は簡単に国によって覆
され得る，なぜなら，ある納税者がある取引を
行った主要な目的が利益を得ることだったと結
論付けるのは簡単だからである，と述べられま
した。

信義誠実と国と私人の関係について，さらに
説明がなされました。スライド15になります。
納税者が，租税回避のためビジネス・アレンジ
メントにより税法の抜け穴を利用することは税
法の趣旨に反しており，誠実ではありません。
国も納税者同様，租税条約の執行に際し裁量を
持つことで条約の抜け穴を利用することができ
ます。納税者は，軽課税国の関連者に利益をシ
フトしたり，低い税率が定められている所得へ
該当するよう取引の形態をアレンジすることが
できます。同様に，国も条約に基づいた課税を
するため利益を納税者に帰属させるよう国内法
を作ることができます。また，条約に適合する
ように法律をみなし適用することもできます。
信義誠実は，一見，法の文言に従っているが，
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実際は法の精神に反している納税者の行動を非
難する役目を持っていますが，国が同じように
行動した場合にも同じように国の行動を非難す
る役目を果たすべきだということが強調されま
した。信義誠実は国際公法の下で平等に適用さ
れるべき原則のため，納税者と同様に国もそれ
に服するべきだということです。

パート 2 の最後にTreaty Dodgingについて
述べられました。スライド16になります。
Treaty Dodgingという用語は，租税条約の権
威である故Klaus Vogel氏によって作られた用
語であり，様々な類型の条約回避を意味してい
ます。パネリストのVanessaさんから国による
Treaty Dodgingについて次のように説明がな
されました。

1 つ目，条約上定義されていない用語の意味
を変更するために，OECDモデル租税条約 3 条
2 項を利用することができます。同条項は，「こ
の条約において定義されていない用語は，当該
用語がその適用の時点で有する意味を有するも
のとし」と規定しています。この規定を用いて，
国に有利に条約を適用できるように用語を再定
義することがあるということです。

2 つ目，立法の時点で課税の対象者や課税標
準等を自ら決定することで，ある税に対する条
約の適用を免れたり，逆に，課税のため条約に
適合するように法律を作ることができます。

3 つ目，条約を国内法に取り込まなかったり，
条約の実施に必要な国内法を整えなかったりし
て，条約の効果が国内に及ばないようにするこ
とができます。

4 つ目，例えば投資を呼び込むために，あえ
て条約を用いた租税回避や条約漁りを黙認する
ことができます。

ここで述べられたTreaty Dodgingの種々の
類型については，次のパート 3 で具体的なケー
スの紹介がありました。

3 － 3．信義誠実違反が問題となった事例
本セミナーのメインパートであるパート 3 で

は，信義誠実違反が論点となった国際的な事例
の解説が行われました。 1 番目の問題として，
国の導入した税制が信義誠実上の問題を含むケ
ースが紹介され，フランスのデジタルサービ
ス・タックス（DST），インドのEqualization Levy，
ブラジルのCIDEの 3 つの税制が取り上げられ
ました。ここでは，フランスのDST及びブラ
ジルのCIDEについて報告いたします。

まず，フランスのDSTについてです。スラ
イド17になります。現在，PEを持たない巨大
デジタル企業の売り上げに対して課税すること
を目的としたDSTが世界中で見られます。こ
れらは租税条約の射程外の税であり，従来の租
税条約では課税できないPEを持たない外国法
人の売り上げに対して適用されています。導入
国は，DSTが租税条約の射程外であるためPE
を持たない外国法人への課税も正当であると主
張してきました。例えば，通常の法人所得税と
課税ベースや税率が異なるとか，対象が巨大デ
ジタル企業に限定されているので通常の法人税
と異なるといった主張です。

信義誠実の観点からこの問題を考える際のア
プローチとして，アメリカの国内法の規定（US 
Trade Act Section301規定）を用いて説明がな
されました。USTR（米国通商代表部）による
レポートは，フランスDSTが遡及的・越境的
である，また，所得ではなく売り上げに対する
課税である，ということが所得を適切な課税ベ
ースとする国際的な税の原則と一致しないと述
べています。レポートには信義誠実に関する明
示的な言及はありませんが，US Trade Actは，
条約相手国が不合理・予測不能な行動を取った
とき，国際的な合意と異なる行動を取ったとき
に制裁を科すとしています。これは，まさに信
義誠実違反のケースを照準にしているといえま
す。

そして，このケースでフランスがUS Trade 
Actにいう不合理・予測不可能な行動を取った
かどうか考える通常の方法は，DSTがOECDモ
デル租税条約 2 条 4 項の対象となるかどうかで
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あると述べられました。同条項は，条約が，条
約の署名日の後に課される租税と同一又は実質
的に類似するものに対しても適用されると規定
しています。この点に関し，多数の論文が，
DSTが同条項の範囲内かどうかについて検討
していると述べられました。もし，モデル租税
条約のincome taxの概念がとても広く，立法者
がincome taxと表現しないものも包含すると考
える立場を採ると，条約の交渉者は条約におけ
るincome taxを広い意味で理解することになる
ので，同条項がDSTを含むという結論を採る
ことができます。一方で，income taxは厳密に
狭い意味で理解されなければならないという立
場だと，同条項はDSTを含まず，DSTは信義
誠実に違反しているという結論になるでしょう。
これに関し，パネリストのDaniel教授は，厳密
に狭い意味でincome taxを定義することを支持
すると述べられました。

そして，フランスDSTが信義誠実違反とな
るかどうかについて，さらに検討がなされまし
た。スライド18になります。フランスDSTは
2 0 1 9 年 に 創 設 さ れ ま し た が， そ の 当 時 は
Google等のデジタル複合企業はフランス内に
PEを持たないため，課税することができない
という考え方が主流でした。それは，2019年 4
月Administrative court in Parisの，Googleは
フランスにPEがない，という判決に基づいて
います。従来どおりの租税条約に従った法人税
課税の方法では，Googleに課税する方途はあり
ませんでした。これに対してDSTが創設され
ました。これは売り上げを対象とした税であり，
税率は 3 ％で複合デジタル企業のみが対象，租
税条約の適用対象の税ではないという立て付け
のものです。

Income taxの定義はDSTを含むほどに広い
と考えるべきではないという立場を採ると，
DSTはincome taxではないということになり
ます。そうすると，OECDモデル租税条約の射
程内には収まらず，相手国にとって不合理・予
測不可能として信義誠実原則違反となりそうで

すが，実際にそうなるのかどうかについて
Daniel教授は疑問を呈されました。それは，
DSTが不合理・予測不可能なものかどうかに
ついての判断基準は，DSTが法的な期待を侵
すか，この場合，国際的な共通認識に反してい
るかどうかであるべきであるということです。
OECDのアプローチははっきりと反DSTである
ため，OECDを基準にするとDSTは信義誠実違
反となります。しかし，世界中にどれだけDST
があるかを考えると，DSTに対しある種の共
通認識があるともいえます。果たしてDSTが
OECD租税条約のincome taxの範囲に収まるど
うかだけで国際的な共通認識違反であるといえ
るだろうかと述べられました。

また，フランスが，GoogleがPEを持たない
という判決を受けた上でDSTを立法したこと
が信義誠実に反するのではないかということに
ついては，全ての国の立法機関においてその責
任と判断の下，裁判所の判断を覆すような立法
をすることは十分に考えられるため，裁判所の
判断に反する立法をしたことをもって信義誠実
違反をしたとはいえないということでした。結
論として，国が誠実ではなく不誠実に行動した
と結論付けるのは非常に難しいとコメントがあ
りました。

税制と信義誠実原則違反に関する別のケース
として，ブラジルが租税条約により低減された
分の税収を租税条約適用範囲外の税で取り戻し
た事例が紹介されました。スライド20になりま
す。

対象の税制はCIDEというものです。特別財
源負担金と呼ばれ，ロイヤルティー等の対価の
海外への支払に課されます。税率は10％です。
納税義務者は支払者で，租税条約の適用範囲外
の税とされています。2000年にブラジルは海外
へロイヤルティーを支払う際の税率を15％から
25％に引き上げました。しかし，同時にCIDE
が課される場合，税率は自動的に25％から15％
に引き下げられることも定められました。これ
について，租税条約の適用でロイヤルティーの
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税率が25％から15％まで引き下げられた場合，
ブラジルは差分の10％について税収を失うと考
えることができます。ここでCIDEが課される
場合，税率が15％に引き下げられるため，租税
条約の適用の結果，ブラジルが税収を失う結果
にはなりません。さらに，条約の適用範囲外の
税である税率10％のCIDEを課すことで，失う
はずだった10％分の税収を回復し，本来の税率
の25％分の税収を確保できます。CIDEは，
DSTとは異なり，対象者が国内事業者に限定
されていたため大きな議論となることはなかっ
たということです。ブラジルは税の一部を条約
の対象から除くことに成功したが，国が誠実で
あるかどうかに関して疑問が生じるとパネリス
トのVanessaさんはコメントされました。

2 番目の問題は，条約の効力発生手続きにつ
いての事例です。条約の効果を生じさせないた
めに条約の批准をあえて行わなかったという事
例を紹介させていただきます。スライド22にな
ります。

対象の租税条約は，古い1970年代のポルトガ
ルとフィンランドの条約です。この租税条約で
は，年金収入は居住地国のみ課税することがで
きました。また，ポルトガルの国内法は，外国
からの年金収入の控除を認めていました。多く
のフィンランドの年金受給者は，ポルトガルに
移住すれば条約によりフィンランドから課税さ
れず，また，フィンランドからの年金収入はポ
ルトガル国内法により課税されない，というメ
リットを生かすためポルトガルに移住しました。
フィンランドでは，これに対し世論のネガティ
ブな反応があり，租税条約の改正に向けて議論
が始まり，長い交渉の後，2016年に旧条約の年
金受給者のメリットをブロックする新しい条約
に両国は署名しました。フィンランドはすぐに
批准しましたが，ポルトガルは 1 年たっても 2
年たっても批准せず，フィンランドは不満を表
明しましたが，それでも批准されることはあり
ませんでした。そのため，フィンランドは古い
租税条約を廃止することを決定し，両国間には

条約がない状況となっています。
パネリストのVanessaさんは，ウィーン条約

法条約18条は条約が効力を発揮する前段階で誠
実に行動することを要求しているので，ポルト
ガルが条約を批准しないのは誠実でなかったと
述べられました。

第 3 の問題は，信義誠実と法のstatic（静的）
な解釈，dynamic（動的）な解釈が関連するケ
ースです。スライド23になります。このケース
ではOECDモデル租税条約 3 条 2 項が議論のス
ターティングポイントとなります。同条項は，
「当該一方の締約国の法令において，当該用語
がその適用の時点で有する意味を有するものと
し」と規定しています。重要な点は，「その適
用の時点で」の箇所であり，OECDモデル租税
条約は用語の解釈に関し動的な解釈・裁量のあ
る解釈を認めていることがわかります。

この条文の導入の歴史的背景に関する判例と
して，カナダのMelfordケースと呼ばれる1982
年の最高裁の判例が紹介されました。スライド
24になります。租税条約に関して国内法の裁量
的な適用，解釈が論点となった事例です。この
ケースは，カナダの納税者がドイツの銀行と債
務保証契約を締結し債務保証料を支払っていた
というケースです。カナダ－ドイツ租税条約は，
事業・商業に関する所得はPEがない限り他国
で課税されないと規定しており，ドイツの銀行
は，カナダにPEがなかったのでカナダで課税
されませんでした。また，定義のない用語はそ
の国で用いられている意味に従うとの規定があ
りましたが，interestが何かという定義はカナ
ダ－ドイツ租税条約にありませんでした。その
ため，カナダの法律によってinterestが何か定
義することになりましたが，カナダ法では本件
の債務保証料はinterestに含まれずカナダで課
税されることはありませんでした。結果，ドイ
ツ内でのみ通常の事業所得として課税がなされ
ておりました。その後，1974年にカナダが国内
法を改正し，債務保証料がinterestに含まれる
とされました。そのため，本件の債務保証料は
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カナダで源泉徴収の対象となりました。国内法
の規定を変えることで条約の適用状況が変わり，
ドイツとカナダの間の課税権の配分を変更して
しまう結果となり，これに対し，納税者が信義
誠実違反を争いました。カナダ最高裁は，国内
法を変更することで租税条約内の権利の割り当
てを変えるべきではないと判示し，条約の静的
解釈を支持しました。

この判決の後，Avery Jones氏が主導する
OECDのワーキングループにて純粋に静的な条
約の解釈は実務運用上困難を伴うため，条約を
変更することが提案されました。そして，先ほ
ど言及した動的な解釈を認める現在の形の 3 条
2 項がモデル条約に加えられたということです。

4 つ目の問題は，一方的に所得の割り当てを
変更したケースです。フランスのCFCルール
のケースが説明されました。スライド30になり
ます。

フランス最高裁は，2002年にフランスのCFC
ルールはフランス－スイス租税条約 7 条と調和
しないと判示しました。その理由は，フランス
CFCルールは，親会社が子会社の利益に対し
て課税されると規定しているが，子会社の利益
に対する課税は租税条約 7 条（事業所得）の範
疇であり，スイスのみがスイスで設立された子
会社に課税する権利を持つ，というものでした。
3 年後，フランスではCFCルールの文言が改
められ，子会社から親会社への利益のdeemed 
distribution（みなし配当）に対する課税とさ
れました。これにより，条約21条（その他の所
得）の範疇となり，フランスが親会社に課税す
ることができるようになりました。これに関し，
フランス国内だけでなく他の国からも信義誠実
違反ではないかという指摘がありました。これ
は信義誠実違反になるでしょうか。

パネリストのDaniel教授は，信義誠実違反と
なりそうだが次の事情を考慮した場合はどうだ
ろうか，とコメントされました。それは，この
事件の直後，2003年にOECDはコメンタリーを
変更し，租税条約 7 条は自国のCFCルールに

よって自国の納税者に課税することを制限しな
い，と明言したことです。フランスがCFCル
ールの文言を変更し適用可能にしたことは，見
方を変えればOECDがCFCルールによる課税を
容認したため，その方針に従い国内法を変更す
ることで，CFCルールによる課税にカムバッ
クしたということができます。単に裁判所の判
断を覆したというケースではないといえるので
はないかと述べられました。そして，このよう
に考えた場合もフランスは不誠実であるという
のが適当であろうかと疑問を投げかけられまし
た。

5 つ目の問題は，信義誠実と権利濫用につい
てです。スライド34で，Alta Energyケースと
呼ばれる，納税者の権利の濫用が否定されたケ
ースが紹介されました。

これは，カナダ当局が，米国LLCによって所
有されているルクセンブルク法人へのカナダ－
ルクセンブルク租税条約の適用を否定した事件
です。カナダ－ルクセンブルク租税条約には，
カナダに所在する不動産を通じて事業を行う会
社の株の譲渡益を，ルクセンブルク居住者が得
た場合課税しないとの規定があります。また，
条約には一般濫用防止規定の言及はありません。
カナダ当局は，米国LLCが所有している本件の
ルクセンブルク法人がカナダ－ルクセンブルク
租税条約を適用されるのは条約漁りに当たると
しました。条約の規定はルクセンブルクに実体
のある法人にしか認められないと主張し，条約
濫用を理由にカナダ国内法のGAARを適用しま
した。これに対し，2021年11月26日にカナダ最
高裁はカナダのGAARの適用を否定する判決を
出しました。 9 人中 6 人の多数の判事は，法を
その文言と文脈により解釈するという伝統的な
アプローチに従いました。なお，最高裁は次の
ように判断しています。①カナダは，ルクセン
ブルク法人による投資促進を目指して条約を締
結した，②条約締結国は，条約上のレジデンス
（居住性）を再定義する自由を持たない，③条
約において居住性に経済的な結び付きを考慮す
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るような規定はない，④本件の場合，法人の設
立地が居住地国となり居住地国との経済的な結
び付きの強さは問題とならない，というもので
した。

ケーススタディの最後，第 6 番目に信義誠実
の推定に関する争いについて，情報交換の事案
が紹介されました。

1 つ目の事案は，フランスの情報交換要請が
信義誠実違反として退けられたケースです。ス
ライド35になります。この情報交換要請は，
Falciani事件が前提となっています。2008年に
HSBC銀行のIT技術者であったHerve Falciani
がスイスHSBCプライベートバンクの10万件以
上の租税回避が疑われる顧客データを盗み，外
国の政府に提供したという事件です。Falciani
はスイスの銀行秘密法違反及び産業スパイの罪
で，スイスで 5 年の禁固刑を言い渡されていま
す。ただし，その後，一時逃亡先のスペインで
収監されていたものの釈放されているようです。
フランスはこのデータを入手し，リストを作成
しました。当時の財務大臣の名前からLagard 
Listとも呼ばれているそうです。それを基にス
イスに情報交換の要請をしましたが，フランス
の納税者がこの情報交換に対して争いました。
問題となったのは，フランスは盗まれた銀行デ
ータを基に情報交換要請をしないという宣言を
していたにもかかわらず，Falcianiによって盗
まれた銀行データを基に情報交換要請をしたこ
とです。スイス最高裁は，盗まれた銀行データ
による情報交換要請をしないというフランスの
宣言によって作り出された法的な期待が信義誠
実により保護されているとして，この情報交換
要請を退けました。

この件に関して，インドも同じFalcianiの情
報を基にスイスへ情報交換を行っています。ス
ライド36になります。インドはフランスと違い，
盗まれたデータを基に情報交換要請しないとい
う宣言をしていませんでした。先ほどとは逆に，
スイス最高裁は単に違法に入手されたデータを
基に情報交換要請を行うことは不誠実ではない

とし，インドの情報交換要請を退けませんでし
た。なお，情報交換要請が不誠実とされるため
には違法に取得されたデータを基に情報交換し
ないという確証が必要であるとされました。

もう一件，インドの別の情報交換の事案があ
ります。スライド37になります。インドは，
2015年に未開示の国外収入や国外資産を取り締
まる「Black Money Law」という法律を制定
しました。これは，反マネーロンダリングの側
面を持つ法律であり，法律に反した場合は，犯
罪となります。

インドの納税者は，インド当局が情報交換に
より，スイスから入手した情報が，「Black 
Money Law」により遡及的に犯罪処罰のため
に使われるため，税務行政共助により入手した
情報は税務目的のみに使うべしとする原則
（Specialty Principle）に反するとして，イン
ドの情報交換要請に対して争いました。納税者
は，新聞記事や学術論文，元最高裁判事の意見
などを基に，この情報交換によって得られた情
報が，犯罪捜査に使われるであろうことを説明
しました。

スライド38になります。これに対し，スイス
最高裁は，納税者の提出した証拠が，インド当
局が“Specialty Principle”に違反すると推測す
るには不十分だとしました。国際法における信
義誠実の原則に基づき，被要請国（スイス）は，
要請国（インド）が契約上の義務に沿って行動
することを信頼しなければならないと判示しま
した。そして，この推定は，要請国の信義誠実
に重大な疑義がある時のみ覆るとしました。

スライド39ページになります。これらの判決
を受けて，パネリストのLuzius教授は，信義誠
実の推定が覆されるケースについて，①国が信
義誠実に行動していることは常に推定される，
②この推定を覆す前提として法的な期待が形成
されていることが必要，③法的な期待は明示又
は暗黙の保障（一方又は双方の国による宣言等）
により形成され得る，④この推定を覆すのは非
常にハードルが高い，と述べられました。推定
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を覆すためには，一般的な証拠では足りず，国
が信義誠実違反を起こすであろうという具体的
な証拠が必要ということでした。

3 － 4．信義誠実違反に対する対抗策
パート 4 では，信義誠実原則違反への対抗手

段が示されました。スライド40になります。信
義誠実違反があった際，国際法や租税条約，国
内におけるシステムにより対処することができ
ます。そのうち，1 つ重要な手段としてOfficial 
Protestについて言及がありました。一方の国
に対して行いが正しくないということを知らせ
るため，信義誠実違反があるとき，相手国の行
動に同意できないときに，その行動を止めるよ
う要請するものです。これは，国際法上認めら
れている手段ですが，強制力のある手段ではな
いので，しばしば過小評価されていると述べら
れました。Official Protestには副次的な効果が
あり，それがとても重要です。それは，相手国
の行動に対する同意から保護されるということ
です。ウィーン条約法条約45条により，相手国
の行動を放置するとその行動を黙認したと捉え
られ，後に違反について争うことができなくな
る可能性があります。また，ウィーン条約法条
約31条上も一方の国の行動に反論しなかったこ
とが，双方の締約国がその行動を受け入れたと
解釈することにつながる可能性があります。そ
のため，他方の国の不誠実な行動に反論するこ
とは自国の立場を守り，将来の議論の機会を確
保することにつながると説明がありました。

3－ 5．信義誠実の実効性を高めるための提言
最終章であるパート 5 では，monist諸国，

dualist諸国にかかわらず，信義誠実原則が完全
には機能していないということを前提に 4 つの
提言がなされました。

スライド42になります。まず，第 1 の提言は，
条約を解釈実施するに当たり，信義誠実を増幅
させるような条項を追加することです。既に条
約法条約で条約の執行に当たり誠実に行動しな

ければならないことは明らかになっていますが，
さらにこれをハイライトする必要があります。
この点，イギリスのEU脱退の際，イギリスと
EUが合意した「貿易と協力に関する協定」の
規定が参考になるとのことでした。この規定は，
ブレグジットの混乱の中，国内法により条約の
効果を上書きしようとする試みを危険視して創
設されたものです。

スライド43になります。同協定では， 3 条で，
はっきりと信義誠実について述べており，協定
を実行する際に誠実でなければならない，協定
の目的達成に害をなすような行いをしてはなら
ないとしています。

スライド44になります。同協定の 4 条は，ウ
ィーン条約法条約26条，27条で述べられている
ことと同様の内容ですが， 3 条と相まって協定
を実行するに当たり信義誠実であることの重要
性を繰り返し述べていると捉えることができま
す。

スライド45になります。第 2 の提案は，
OECDモデル租税条約 3 条 2 項のコメンタリー
に，国内法の定義を作り替えることで行われる
Treaty Overrideに対処することを付け加える
ことです。これにより，裁判官他，条約の解釈
を行う者にとって，その国内法が租税条約の結
論を覆そうとするものかどうかより判断しやす
くなります。

スライド46になります。第 3 の提案は，法の
濫用に対する法的又は立法的対処についてコメ
ンタリーを追加することです。国及び納税者双
方にとって権利は濫用できないということを明
らかにするように信義誠実の原則の役割を明記
するべきであるとのことです。

最後に，第 4 の提案は，国内法の変更による
Treaty Overrideは，OECDモデル租税条約 2
条 4 項に記載のある重要な改正に当たるという
ことをコメンタリーで明らかにすることです。
同条項は，権限ある当局は重要な改正について
相互に通知するとしています。また，国内法の
改正に係る規定についてのコメンタリー 1 条の



2023年度IFA年次総会（カンクン大会）報告会

－263－

101に条約締結後の国内法の改正により対応で
きるようにするため，具体例の記載を広げるべ
きとも述べられました。以上， 4 つが結論で提
示された提言となります。

Subject 2 について報告は以上となります。
ご清聴ありがとうございました。

（大野）原田教育官，限られた時間の中で詳細
なご説明をありがとうございました。

今日のご報告については，Subject 1 につい
てもSubject 2 についても，説明の時間の制約
がありましたので，「租税研究」誌への講演録
の掲載に当たりまして，吉野教授と原田教育官
には適宜の加筆等をお願いいたします。

なお，202 3年のIFAカンクン大会では，
Subject 1 については長島・大野・常松法律事
務所の吉村浩一郎会員に，またSubject 2 につ
いては明治大学の池田義典会員に，それぞれ
IFA日本支部のブランチレポート（Branch 
Report）の執筆をお願いいたしました。各国

のブランチレポートをベースに，ゼネラルレポ
ーター（General Reporter）によるゼネラルレ
ポート（General Report）が取りまとめられた
ところです。改めまして，吉村浩一郎会員と池
田義典会員に感謝申し上げます。両会員のブラ
ンチ・レポートは，IFA本部のウェブサイト
（https://www.ifa.nl）の「cahiers」で閲覧・
ダウンロードいただくことができます。

なお，個人的な感想ですが，我が国の税制・
税務行政については，各国の税制・税務行政と
比較対照することによって，初めてその特徴を
把握できるということを改めて認識した次第で
す。また，他方で，わが国の税制が世界的な文
脈でどのように受け止められるかということに
ついても大変勉強になりました。

15時30分になりましたので，これで2023年10
月のIFAカンクン大会の報告会を終わりたいと
思います。皆さま，ご清聴ありがとうございま
した。
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Part I: 
Introduction and Summary of Good Faith in the Domestic Context

Part II: 
History and Foundation of Good Faith in the International (Tax) Context

Part III: 
Application of Good Faith in the International Tax Context

Part IV: 
Remedies for Breaches of Good Faith

Part V: 
Conclusion and Recommendation
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Subject 2：Good faith in domestic and international tax law
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（参考） 条約法に関するウィーン条約 一部抜粋

第三十一条
１ 条約は、文脈によりかつその趣旨及び目的に照らして与えられる用語の通常の意味に従い、誠実に解釈する
ものとする。

（以下略）

第二十七条
当事国は、条約の不履行を正当化する根拠として自国の国内法を援用することができない。（以下略）

第二十六条
効力を有するすべての条約は、当事国を拘束し、当事国は、これらの条約を誠実に履行しなければならない。

第十八条
いずれの国も、次の場合には、それぞれに定める期間、条約の趣旨及び目的を失わせることとなるような行為を行わないよ
うにする義務がある。
（ａ）批准、受諾若しくは承認を条件として条約に署名し又は条約を構成する文書を交換した場合には、その署名又は交換

の時から条約の当事国とならない意図を明らかにする時までの間
（ｂ）条約に拘束されることについての同意を表明した場合には、その表明の時から条約が効力を生ずる時までの間。ただ

し、効力発生が不当に遅延する場合は、この限りでない。
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PART 5

（スライド41）

Cf. The EU-UK Trade and Cooperation Agreement

ARTICLE 3 Good faith 

1. The Parties shall, in full mutual respect and good faith, assist each other in 
carrying out tasks that flow from this Agreement and any supplementing 
agreement.

2. They shall take all appropriate measures, whether general or particular, to 
ensure the fulfilment of the obligations arising from this Agreement and from   
any supplementing agreement, and shall refrain from any measures which 
could jeopardise the attainment of the objectives of this Agreement or any 
supplementing agreement. 
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Cf. The EU-UK Trade and Cooperation Agreement

ARTICLE 4 Public international law 

1.  The provisions of this Agreement and any supplementing agreement shall be    
interpreted in good faith in accordance with their ordinary meaning in their context   
and in light of the object and purpose of the agreement in accordance with customary 
rules of interpretation of public international law, including those codified in the 
Vienna Convention on the Law of Treaties, done at Vienna on 23 May 1969.

2. For greater certainty, neither this Agreement nor any supplementing agreement 
establishes an obligation to interpret their provisions in accordance with the domestic    
law of either Party.

3. For greater certainty, an interpretation of this Agreement or any supplementing 
agreement given by the courts of either Party shall not be binding on the courts of the 
other Party. 
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